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北海道データ連携基盤共同利用ビジョン（案）の策定①

これまでの経過

１）WGにおける検討（第1回：8月9日、第2回：10月22日）

次の情報をもとに、意見交換を実施。

【情報提供等の主なもの】

・デジタル庁からの情報提供

・基盤保有自治体からの事例紹介（札幌市・更別村）

・基盤提供事業者からの共同利用事例紹介（NEC・NTTコム）

・アンケート調査結果の報告（道アンケート調査ほか）

２）他県との情報交換した結果を反映（10月～11月）

・デジタル庁が策定した「データ連携基盤の共同利用ガイ

ドブック」に関連する記載を追加

・新たに『道の取組』を項目立てし、各項目における道の

取組について再整理

３）上記１）、２）を基に道として素案を作成（12月5日）

４）市町村への意見照会（12月6日～12月20日）

素案について市町村に意見照会（本文の修正意見はなし）

５）WGでのビジョン案の策定（第3回：1月28日）

本日のデータ利活用WGでビジョン案について、決定いた
だきたい

６）今後の予定

・道において、当ＷＧで決定いただいたビジョン案により

策定手続きを開始

・3月に開催予定の「北海道Society5.0推進会議」へ策定

したビジョンを報告

・4月1日から策定したビジョンに基づく各種運用の開始

（基盤団体への要綱策定や窓口設置の働きかけの実施

など）



北海道データ連携基盤共同利用ビジョン（案）の策定②

WGにおける意見の反映状況

いただいた意見 反映状況

共同利用を役場同士で一緒に協議することで、お互いのノウハウだとか、足りないリソースを埋め合ってい
るイメージをお伺いして、共同利用は自分達に今いない人材を育てていくチャンスだと市町村に理
解していただくこともビジョンの中に組み込んでいく必要がある。単純に基盤を相乗れば得します
という短期的な話じゃなくて、役場の中に人材を育てていくという視点の中で何をやるべきかを考
えて、共同利用に向かってほしい。

道の取組に
反映

ビジョンのエクセルの早見表ですけど、子育てについてのサービスを、うちの役場はまずはやりたいんだと

言ったときに、サービスがまずあって、その基盤はここにあるというような索引の仕方。早見表があった
方が、サービスありきでものと考える素地になる。サービスからスタートするのはすごく大事
な視点かと思います。

サービス別
一覧表に反
映

アンケート、九割以上の自治体が導入を検討しない、かつ、そのうち２割は必要性すら感じて
いないことを考えると、ある程度イニシアチブを持ったビジョンの書きぶりにしないと、リソースが足り
ないので検討できていませんというのが続いてしまうのかなと思います。ビジョンには何か動機づけを
促す、動機を強化していくような表現になるといいのかなと思いました。

今後の計画
策定への反
映を検討

サービスを前に持って行った方が良いというのは大賛成ですけれども、別の自治体が提供しているサー
ビスとその効用、何に対して効果があるのか。例えば予算が減るとか何かが良くなったという、
エビデンスじゃなくてもいいんですけど、定量的な数値があると、すごくやりやすいと思う。

一覧表記載
の際の特記
事項へ反映



北海道データ連携基盤共同利用ビジョン（案）の策定③

他府県との情報交換に基づく反映状況

１）他府県との情報交換

ビジョンに対する考え方については、次表①大阪府
のように都道府県レベルでも、市町村レベルでも整備
が進んでおり、都道府県間での共同利用を模索してい
るところもあれば、③北海道のように、都道府県レベ
ルでは整備されておらず、市町村レベルで整備が進ん
でいるところもあり、それぞれの整備状況等によりビ
ジョンに対する考え方は様々。

このため、兵庫県を始めとした③に分類される都道府
県と継続して情報交換を実施してきたところ。

２）他府県との情報交換に基づく主な反映状況

こうした他府県との情報交換により得られた情報を
基に、ビジョン（素案）を作成し、１０月２２日に開
催した第２回ワーキンググループにおいて、ご意見等
をいただいたが、その後、他県等の情報が得られたこ
とから次のとおりビジョン（素案）を一部修正。

①愛媛県で開催された「全国都道府県情報主幹課長会

議秋季会議」等における議論等を踏まえ、『考慮
事項』にデジタル庁が策定した「データ連携
基盤の共同利用ガイドブック」に関連する記
載を追加

②文言等の整理として、新たに『道の取組』を項目
立てし、各項目における道の取組について再
整理



北海道データ連携基盤共同利用ビジョン（案）

デジタル庁は、令和６年５月１０日付け事務連絡を発出し、分野別にデータ連携基盤は、原則、各都道府県で１つに限るなどの「データ連携基盤の共同利用の基本

的な考え方」を示し、データ連携基盤の共同利用を促すとともに、各都道府県に対し、データ連携基盤共同利用ビジョンを策定することを求めている。これを受け、道では、国

の基本的な考え方を踏まえ、道内外に既に基盤が多数あることから、基盤の乱立を抑制し、必要に応じて既存の基盤の共同利用を促すことを基本としたビジョンを策定する。

１．データ連携基盤の現況

• 道内では、札幌市、更別村、江別市、小清水町、上士幌町の５市町村がデジ田交付金等を活用してデータ連携基盤(以下「基盤」という。)を整備済（共同利用を

含む。）。

２. 共同利用に向けた基本的な方向性

• 基盤を必要とする道内市町村がそれぞれの必要性に応じて既存の基盤（デジタル庁の「デジタル地方創生サービスカタログ」に掲載された基盤に限る。）を共同利用す

• ることを目指す。

３．道の取組

• 現在基盤を保有しており、他団体との共同利用を目指す道内市町村（以下「基盤団体」という。）と連携して、共同利用を推進する。

• 共同利用の範囲を道内に限る必要がないため、道外を含めた共同利用を進めるものとし、全国都府県に協力を求める。

• 基盤団体に対して、利用料をはじめ、基盤を他団体の利用に供する際の基本ルールなど共同利用にあたって必要と考える事項について、要綱等を定めるよう働きかける。

• 基盤団体に対して、当該基盤の仕様情報を公開するとともに、共同利用の申請窓口を開設するよう働きかける。

• 相談窓口を開設して基盤を必要とする道内市町村と基盤団体との共同利用に向けた協議が円滑に進むよう支援する。

• データ連携基盤の優良事例などの情報提供を通じ、道内市町村のデータ連携基盤への理解促進に努めるものとする。

４．考慮事項

• 共同利用を進めるにあたっては、デジタル庁が策定した「データ連携基盤の共同利用ガイドブック」に記載された定義などに沿って取り進める。

• データ連携基盤の共同利用事例が少ない中で作成する本ビジョンはあくまで暫定のものであり、今後の状況変化に合わせて柔軟に見直すものとする。

• 「データ連携基盤の共同利用の基本的な考え方」を踏まえた整理統合については、将来的な課題として、今後、必要に応じて検討していく。

５．当面の対応スケジュール想定（年度単位の取組）

• 2025年度 基盤団体に対して、要綱等の策定や申請窓口の設置などの働きかけを実施

基盤を必要とする道内市町村に対して、相談窓口により相談を受け付け、共同利用に向けた支援を実施

• 2026年度 共同利用の拡大（以降継続）

令和７年１月
北海道総合政策部次世代社会戦略局DX推進課



【参考】北海道内５市町村のデータ連携基盤の現状

・道内では、以下の５市町村がデジ田交付金等を活用してデータ連携基盤を整備等し、活用中であり、デジタル庁のカタログに掲載された基

盤を活用している市町村は、札幌市、更別村、江別市。このうち、札幌市は更別村の基盤を、江別市は群馬県前橋市の基盤を共同利用中。

・政府が提供するデータ仲介機能（ブローカー）※等の推奨モジュールを全市町村が採用しているわけではなく、個々にシステム開発を行っている。

※「データ仲介機能（ブローカー）」とは、①データ翻訳機能と認証送達機能を持った、データ連携基盤に必ず必要となる部品（ビルディン
グブロック）のこと

札幌市 更別村 江別市 小清水町

基盤(準拠) 基盤(準拠) 基盤(準拠) 基盤

ID･認証
･同意管理

P

独自ID

P 非P

ID･認証
･同意管理

ID･認証
･同意管理

独自ID推奨ID

PP 非P非P

フレイルチェック
さっぽろ圏

データ取引市場

まちアプリ
KOSHiMO

：導入サービ
スを記載

：同意管理の有無を記載

：認証サービスIDを記載

：パーソナルデー
タを扱う基盤

：非パーソナルデータ
（オープンデータ）を扱う基盤

P

非P

スマート農業

デジタル公民館

ひゃくわくサービス

生涯健康マルシェ
えべつ市場

eライフトレーナー

ｅダイアリー

クロスID

上士幌町

施設営業状況表示

バスロケ表示

公共施設予約

基盤

P

タクシー予約

※「基盤（準拠）」とは、デジタル庁の「デジタル地方創生サービスカタログ」 に掲載された基盤のこと

非P

ID･認証
･同意管理

独自ID

公共交通乗車管理

非P

サービス

ID･認証･同意管理

ID

新・さっぽろモデ
ル



【別添】共同利用可能な基盤の一覧表①（自治体別・道内）
１　共同利用可能な道内自治体等

基盤の共同利用担当窓口 提供サービス サービスの共同利用担当窓口 費用負担等のルール

（メールアドレス） （サービスＵＲＬ） （メールアドレス） ＜共用開始時期（予定含む）＞

パーソナル ＮＥＣ
○○村企画政策課

（メールアドレス）

○○村企画政策課

（メールアドレス）

要綱を作成済

＜共用開始時期（予定

含む）＞

パーソナル ＮＴＴ

□□市デジタル課

（メールアドレス）
□□市デジタル政策室

（メールアドレス）

要綱等未作成

＜共用開始時期（予定

含む）＞

※ 特記事項：サービス概要の記載では、サービスとその具体的な効果について、可能な限り定量的な数値を用いて記載してください。

ー

要綱等未作成

＜共用開始時期（予定

含む）＞

要綱を作成済

＜共用開始時期（予定

含む）＞

○○村企画政策課

（メールアドレス）

□□市デジタル政策室

（メールアドレス）

1

2

非パーソナル

非パーソナル

○○村企画政策課

（メールアドレス）

□□市デジタル課

（メールアドレス）

○○村

□□市

ＮＥＣ

ＮＴＴ

サービス概要（※） 備考№ 自治体名 基盤分類 基盤提供事業者

共同利用を希望する道内市町村の情報を「１ 共同利用可能な道内自治

体等」にまとめるとともに、他の都府県のうち、道と共同利用可能な市

町村の情報を共有することに賛同した他府県から共有された情報を「２

共同利用可能な他県等自治体」にまとめ、新たに基盤を必要とする市町

村との相談の際に活用する予定。



【別添】共同利用可能な基盤の一覧表②（自治体別・道外）
２　共同利用可能な他県等自治体等

基盤の共同利用担当窓口 提供サービス サービスの共同利用担当窓口 費用負担等のルール

（メールアドレス） （サービスＵＲＬ） （メールアドレス） ＜共用開始時期（予定含む）＞

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○○○

（サービスＵＲＬ）

※ 特記事項：サービス概要の記載では、サービスとその具体的な効果について、可能な限り定量的な数値を用いて記載してください。

■■町DX課

（メールアドレス）

（要綱を作成済・要綱

を作成中・要綱等未作

成から一つ選択）

＜共用開始時期（予定

含む）＞

備考

1
●●県

●●市

非パーソナル ソフトバンク
●●市デジタル課

（メールアドレス）

●●市デジタル課

（メールアドレス）

要綱を作成中

＜共用開始時期（予定

含む）＞

パーソナル ソフトバンク
●●市デジタル課

（メールアドレス）

●●市デジタル課

（メールアドレス）

要綱を作成中

＜共用開始時期（予定

含む）＞

非パーソナル NTTコム
■■町DX課

（メールアドレス）

■■町DX課

（メールアドレス）

（要綱を作成済・要綱

を作成中・要綱等未作

成から一つ選択）

＜共用開始時期（予定

含む）＞

パーソナル

2
■■県

■■町

NTTコム
■■町DX課

（メールアドレス）

基盤提供事業者 サービス概要（※）№ 自治体名 基盤分類



【別添】共同利用可能な基盤の一覧表③（サービス別）

１　共同利用可能な道内自治体等が提供するサービス

提供サービス サービスの共同利用担当窓口 費用負担等のルール 基盤の共同利用担当窓口

（サービスＵＲＬ） （メールアドレス） ＜共用開始時期（予定含む）＞ （メールアドレス）

1
○○村企画政策課

（メールアドレス）

要綱を作成済

＜共用開始時期（予定

含む）＞

非パーソナル ＮＥＣ
○○村企画政策課

（メールアドレス）

2
○○村企画政策課

（メールアドレス）

要綱を作成済

＜共用開始時期（予定

含む）＞

非パーソナル ＮＥＣ
○○村企画政策課

（メールアドレス）

3
○○村企画政策課

（メールアドレス）

要綱を作成済

＜共用開始時期（予定

含む）＞

非パーソナル・パーソナル ＮＥＣ
○○村企画政策課

（メールアドレス）

4
□□市デジタル課

（メールアドレス）

要綱等未作成

＜共用開始時期（予定

含む）＞

非パーソナル・パーソナル ＮＴＴ
□□市デジタル課

（メールアドレス）

5
□□市デジタル課

（メールアドレス）

要綱等未作成

＜共用開始時期（予定

含む）＞

非パーソナル ＮＴＴ
□□市デジタル課

（メールアドレス）

※ 特記事項：サービス概要の記載では、サービスとその具体的な効果について、可能な限り定量的な数値を用いて記載してください。

２　共同利用可能な道外自治体等が提供するサービス

提供サービス サービスの共同利用担当窓口 費用負担等のルール 基盤の共同利用担当窓口

（サービスＵＲＬ） （メールアドレス） ＜共用開始時期（予定含む）＞ （メールアドレス）

1
○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○県●●市デジタル

課

（メールアドレス）

（要綱を作成済・要綱を作成中・

要綱等未作成から一つ選択）

＜共用開始時期（予定含む）＞

非パーソナル ソフトバンク

○○県●●市デジタル

課

（メールアドレス）

2
○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○県●●市デジタル

課

（メールアドレス）

（要綱を作成済・要綱を作成中・

要綱等未作成から一つ選択）

＜共用開始時期（予定含む）＞

非パーソナル ソフトバンク

○○県●●市デジタル

課

（メールアドレス）

3
○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○県■■町DX課

（メールアドレス）

（要綱を作成済・要綱を作成中・

要綱等未作成から一つ選択）

＜共用開始時期（予定含む）＞

非パーソナル・パーソナル
NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ｽﾞ

○○県■■町DX課

（メールアドレス）

4
○○○○

（サービスＵＲＬ）

○○県■■町DX課

（メールアドレス）

（要綱を作成済・要綱を作成中・

要綱等未作成から一つ選択）

＜共用開始時期（予定含む）＞

非パーソナル
NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

ｽﾞ

○○県■■町DX課

（メールアドレス）

※ 特記事項：サービス概要の記載では、サービスとその具体的な効果について、可能な限り定量的な数値を用いて記載してください。

№ サービス概要（※） 基盤分類 基盤提供事業者 備考

サービス概要（※） 基盤分類 基盤提供事業者 備考№


